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愛知県医薬分業推進基本方針の改正について 

 この方針に定める医薬分業の推進目標の達成が間近になったこと等から、「愛知県医薬分

業推進基本方針」の改正について平成27年３月に開催した愛知県薬事審議会に諮り、その

審議結果を受け、以下のとおり改正した（平成27年４月１日施行）。 

○主な改正内容 

【１】基本方針３ 医薬分業の推進目標 

 「６０％」から「全国平均を上回ること」に変更する。また、「地域格差の解消」を

目標に加える。 

 分業率６０％の達成が間近になったが、「全国平均を上回ること」を新たな目標とする。

現状では、全国平均６７％に対して本県は５８％と、９ポイント下回っているため、全国

平均との差を縮めることを目指すとともに、地域格差が大きいことからその解消を図るこ

ととする。 

【２】基本方針７ 医薬分業推進策 

（２）処方箋受入れ体制の整備 

 「調剤過誤や疑義照会等の事例を収集し、集積した情報の分析評価を行うことによ

り、医療の安全確保を図り」等を追記する。 

 医薬分業の推進にあたっては、薬局の質の確保の観点から、従来より調剤過誤や疑義照

会による未遂事例等を収集して分析評価の上、薬剤師に注意喚起することにより、同様の

事例を防止し、より一層の医療の安全を確保していることから、基本方針に明記する。 

（３）県民に対する普及・啓発 

「「お薬手帳」の一層の利用促進」を追記する。 

 「お薬手帳」は、処方された薬の情報だけでなく患者の副作用・アレルギー情報等を記

録することで、医療連携においても重要であることから、従来より利用促進を行っている

が、東日本大震災の際にも、その有用性が再認識されたことなどから、「お薬手帳」がより

一層利用されるよう、その利用促進について基本方針に明記する。 

資料７－１ 
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愛知県医薬分業推進基本方針 

１ はじめに 

 この基本方針は、平成７年３月17日付け愛知県薬事審議会答申「医薬分業の推進策に

ついて」に基づき、愛知県における医薬分業推進の基本的な方針を定めるものである。 

２ 目 的 

 この基本方針は、愛知県健康福祉部（以下「県」という。）、公益社団法人愛知県医師

会（以下「医師会」という。）、一般社団法人愛知県歯科医師会（以下「歯科医師会」と

いう。）及び一般社団法人愛知県薬剤師会（以下「薬剤師会」という。）が相互に連携し

て医薬分業を推進し、「かかりつけ薬局」「かかりつけ薬剤師」が県民に普及定着するこ

とにより、医薬品の適正使用及び安全性の確保を図り、急速に進む高齢化社会に対応し

た質の高い医療を県民に提供することを目的とする。 

３ 医薬分業の推進目標 

 医薬分業率の推進目標は、全国平均を上回ることとする。 

 ただし、医薬分業は全県において一律に推進するのではなく、おおむね二次医療圏毎

に医薬分業を推進することにより地域格差の解消を図り、全医療圏において目標の達成

を目指すものとする。 

 なお、目標は地域保健医療計画の見直し時期に合わせて見直すものとする。 

４ 医薬分業の基本理念 

 本県が推進する医薬分業の基本理念は次のとおりとする。 

(1) 医薬品の適正使用の推進 

 医薬品の適正使用の推進には、医療機関で医師・歯科医師が患者の治療に適した医

薬品を処方した後、患者の服用にあたり相互作用や重複投与による副作用の発現を未

然に防ぐための点検や服薬指導が不可欠であり、また、患者への医薬品情報の開示が

求められている。 

 しかし、現在の医療用医薬品はその数・種類が膨大でかつ作用が鋭敏である反面相

互作用による副作用発現の危険性が潜んでいることから、医薬分業を医薬品適正使用

推進のための有効な方策として推進し、医療の質の向上に貢献する。 

(2) 患者主体の医薬分業及びかかりつけ薬局・薬剤師の普及定着 

 患者に対しての服薬指導や薬歴管理等により医薬品の相互作用や重複投与による副

作用の発現を未然に防ぎ、患者が医薬品について気軽に相談ができ、さらに、医療機

関に対し医薬品情報などを提供するなど医療に貢献できる「かかりつけ薬局・薬剤師」

の普及定着を図る。 

 さらに、「かかりつけ薬局・薬剤師」は、在宅医療や保健所と連携しての地域住民へ

の健康教育への取組みなどを通じて地域の保健・医療・福祉に貢献する。 

(3) 地域に密着した医薬分業 

 二次医療圏内の中核病院を中心とした広域的な医薬分業と、患者の生活圏内（市町

村若しくは町内会単位）にある各病院・診療所を中心とした地域的な医薬分業が調和

した、より地域に密着した医薬分業の推進を図る。 

５ 医師会、歯科医師会及び薬剤師会の連携 

 上記４の基本理念に基づく医薬分業を推進するにあたり、医師会・歯科医師会と薬剤

師会は、各地区においてもそれぞれ密接な連携を図るとともに、地域においては医師・

歯科医師と薬剤師との間に信頼関係を構築しなければならない。 
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６ 協議会議の設置 

 県は、医薬分業の適正な推進を図るため、愛知県医薬分業適正化協議会議を設置する。 

 また、おおむね二次医療圏を一地区として各地区毎に県保健所、地区内の医師会、歯

科医師会及び薬剤師会並びに地域住民等を交えた協議会議を設置する。 

７ 医薬分業推進策 

(1) かかりつけ薬局・薬剤師の育成 

 薬剤師会は、各薬局が「薬局業務運営ガイドライン」（平成５年４月厚生省策定）に

基づき薬局の管理運営及び構造設備等を整備し、医療提供施設の担い手としてふさわ

しい「かかりつけ薬局・薬剤師」を育成する。 

(2) 処方箋受入れ体制の整備 

 薬剤師会は、薬局薬剤師を対象とした臨床薬理、調剤技術等に関する組織的・体系

的な研修を実施するとともに、調剤過誤や疑義照会等の事例を収集し、集積した情報

の分析評価を行うことにより、医療の安全確保を図り、更に、調剤用医薬品の備蓄体

制及び休日、夜間を含めた処方箋受入れ体制を整備する。 

 また、薬剤師会は「薬事情報センター」の医薬品情報システムの充実を図り、県民、

医療関係者等に必要な医薬品情報を迅速に提供する。 

 県は、質の高い医薬分業を推進するため薬剤師会に対して必要な指導、支援を行う。 

(3) 県民に対する普及・啓発 

 県は、薬剤師会が行う薬事普及事業を支援するとともに、医薬分業のメリットにつ

いて県民の理解を得るため、広報紙の活用、講習会の開催等により、積極的に県民に

普及啓発を行う。 

 薬剤師会は、「お薬手帳」の一層の利用促進を図るとともに、「かかりつけ薬局・薬

剤師」の活用を県民に啓発するため、「薬と健康の週間」等を利用して新聞・テレビ・

ポスター等による広告活動を行う。 

(4) その他 

 協議会議において、適正な医薬分業の推進にかかる必要な事項について協議する。 

８ 医薬分業の推進計画 

 県は、上記７の医薬分業推進策について「医薬分業推進基本計画」を策定する。 

 また、地区毎に「医薬分業推進基本計画」に基づいた「医薬分業推進地区計画」を策

定し、具体的推進策を実施する。 

  附 則 

この基本方針は、平成８年３月29日から施行する。 

  附 則 

この基本方針は、平成18年３月31日から施行する。 

  附 則 

この基本方針は、平成25年４月１日から施行する。 

  附 則 

この基本方針は、平成27年４月１日から施行する。 


